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第１章 訓練実施状況 
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１．はじめに 

  原子力防災訓練は、万が一原子力災害が発生した場合に備え、防災体制の確立及び防災

業務関係者の緊急時対応能力の向上を図ることを目的として実施しております。 

  これまで、東通原子力発電所を対象とした訓練は、平成１５年度から１７回実施してお

り、今回で通算１８回目となります。また、原子燃料サイクル施設を対象とした訓練は、

平成３年度から１８回実施しています。 

  今年度は、東通原子力発電所を対象として令和４年１１月１７日（一部訓練は１０月２

６日、１１月８日及び１１月１１日）に実施しました。 

  県企画訓練は野辺地町を主会場として実施しました。このうち、避難退域時検査・簡易

除染訓練では、車両をのべ約５０台使用し、検査会場での車両の滞留状況や検査確認を実

施しました。また、孤立地区からのヘリコプターによる住民搬送訓練については、ＵＰＺ

内住民が屋内退避を実施しているなか、大雨による土砂崩れにより孤立地区が発生したと

想定し、その地区内で、持病の悪化により屋内退避の継続が困難となり緊急搬送を要する

者（急病人）が発生し、自衛隊へ緊急搬送を要請したとの想定で、ヘリコプターによる空

路搬送、消防機関への引継、医療機関への搬送までの手順等の確認を実施しました。一時

集合場所や避難所の開設・運営訓練については、住民に御参加いただき、新型コロナウイ

ルス等の感染症対策を実施するとともに、外国籍の方を含む要配慮者への対応を行いまし

た。このほか県企画訓練として、交通規制・警戒警備訓練、物資搬送・受入訓練、避難行

動要支援者搬送訓練、臨時公衆電話等設置・運用訓練、傷病者等搬送訓練、緊急時モニタ

リング訓練を、市町村企画訓練として、住民、関係機関等への情報伝達訓練、放射線防護

対策施設運営訓練、公共施設、学校防護措置訓練、社会福祉施設防護措置訓練、災害対策

本部運営訓練等を実施しました。 

  この報告書は、今後の原子力防災訓練の参考となるよう、今年度の訓練実施状況をとり

まとめたものです。 

 

２．訓練の概要 

（１）訓練の目的 

  原子力災害対策特別措置法第２８条において準用する災害対策基本法第４８条の規定

に基づき、国、県、市町村、原子力事業者等の関係機関と地域住民の参加・連携の下、原

子力災害時における初動対応、避難等の防護措置の対策を、迅速・的確かつ総合的な各種

訓練を行うことで、防災関係機関における緊急時対応能力の向上と、地域住民の防災意識

の高揚を図る。 

（２）訓練の基本方針 

ア 県、市町村、原子力事業者等防災関係機関における対応手順（連携要領含む）の 

確認・技術習熟 

  イ 原子力防災に関する住民理解促進 

  ウ 昨年度の自然災害（孤立化）及び新型コロナウイルス等の感染症を想定した訓練の

実施 

  エ 本訓練で得られた教訓事項の計画等への反映 
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（３）実施日 

   令和４年１１月１７日（木）ほか 

   ※一部訓練は１０月２６日、１１月８日及び１１月１１日に実施 

（４）主催 

   青森県、むつ市、野辺地町、横浜町、六ヶ所村及び東通村 

（５）訓練の対象となる事業所 

   東北電力株式会社東通原子力発電所 

 

３．訓練の事前準備 

  訓練の実施に向け、訓練参加機関全体が参加する調整会議を２回開催（令和４年７月２

７日及び同年１０月３１日）するとともに、訓練項目ごとに必要に応じ随時打合せを実施

した。 

 

４．訓練実施についての事前周知、広報 

（１）住民への広報 

  訓練の実施内容等について広く周知を図るため、むつ市、野辺地町、横浜町においては

各市町広報誌により、六ヶ所村においては防災行政用無線により、東通村においては村広

報誌、ＩＰ告知端末、公式ＳＮＳ､メール配信システムにより広報を実施した。 

（２）報道機関への発表 

  訓練について広く周知を図るため、令和４年１０月２８日に実施日時及び実施概要を公

表するとともに、同年１１月９日に県政記者会に対する記者レクを実施した。 

 

５．訓練への参加状況 

  国、県、各市町村及び防災関係機関並びに一般住民の参加は、約８０機関・約９７０名

であった。 

 

 ○ 参加機関 

内閣府、東北総合通信局、陸上自衛隊､青森県警察本部、青森市、黒石市、五所川原市､

むつ市、平内町、野辺地町、横浜町、六ヶ所村、東通村､青森地域広域事務組合消防本部､

弘前地区消防事務組合消防本部、八戸地域広域市町村圏事務組合消防本部、十和田地域

広域事務組合消防本部、北部上北広域事務組合消防本部、下北地域広域行政事務組合 

消防本部、中部上北広域事業組合消防本部、六ヶ所村消防団、東通村消防団、国立大学

法人弘前大学､日本赤十字社青森県支部､野辺地町赤十字奉仕団､六ヶ所村赤十字奉仕団、

公益社団法人青森県バス協会、公益社団法人青森県トラック協会、一般社団法人青森県

タクシー協会、公益社団法人青森県診療放射線技師会、特定非営利活動法人青森県防災

士会、東日本電信電話株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバ

ンク株式会社、楽天モバイル株式会社、横浜町立横浜小学校、横浜町立横浜中学校、 

六ヶ所村立泊小学校、六ヶ所村立泊中学校、東通村立東通小学校、東通村立東通中学校、

社会福祉法人横浜会（ちどり保育園､第２ちどり保育園）、あさひ幼稚園､社会福祉法人 

清隆厚生会（こども園ひがしどおり）、有料老人ホームよこはま、グループホームよこは
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ま荘、社会福祉法人長崎福祉会、社会福祉法人松緑福祉会、社会福祉法人延寿福祉会、

公益社団法人地域医療振興協会（東通村診療所、東通村老人介護保険施設「のはなしょ

うぶ」）、あらまき歯科医院、社会福祉法人東通村社会福祉協議会（東通村あしすと介護

サービス事業所）、合同会社介護サービス事業所和（和あっとほーむ）、有限会社とんぷ

う（さくらの里ひがしどおり）、社会福祉法人吉幸会（能舞の里、いちいの森）、株式会

社ゆめこし（コーポレグルス）、株式会社エフォート、東通村商工会、東通商工事業協同

組合、東通村森林組合、白糠漁業協同組合、小田野沢漁業協同組合、猿ヶ森漁業協同組

合、尻屋漁業協同組合、尻労漁業協同組合、岩屋漁業協同組合、野牛漁業協同組合、石

持漁業協同組合、老部川内水面漁業協同組合、一般社団法人東通村産業振興公社、東北

電力株式会社、日本原燃株式会社、東京電力ホールディングス株式会社、電源開発株式

会社、リサイクル燃料貯蔵株式会社、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、公益

財団法人環境科学技術研究所、公益財団法人日本海洋科学振興財団、公益財団法人核物

質管理センター、青森県（環境生活部、健康福祉部、危機管理局、エネルギー総合対策

局、地域県民局（東青、中南、三八、西北、上北、下北）） 
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これまでの原子力防災訓練の実施内容等について 

(東通原子力発電所対象) 

年度 実施日 事故想定 訓練項目 備    考 

Ｈ15 

 

 

 

平成16年 3月24日 

 

 

 

原子炉給水ポンプの停

止及び非常用炉心冷却

装置の故障 

 

①緊急時通報連絡訓練 

②原子力災害警戒本部の設置運営訓練 

 

 

・東通原子力発電所を対象とした初の原子力 

防災訓練 

・原災法第10条段階までを想定 

Ｈ16 

 

 

 

 

平成16年11月16日 

 

 

 

 

原子炉給水ポンプの停

止及び非常用炉心冷却

装置の故障 

 

①緊急時通報連絡訓練 

②原子力災害警戒本部の設置運営訓練 

③対策拠点施設の立ち上げ運営訓練 

④避難所開設準備訓練 

⑤緊急時医療活動参集訓練 

 

・東通オフサイトセンターの指定を受け、同セ

ンターを活用した訓練を実施 

・原災法第10条段階までを想定 

Ｈ17 

 

 

 

 

 

 

 

平成17年 8月10日 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉給水ポンプの停

止及び非常用炉心冷却

装置の故障 

 

 

 

 

①災害対策本部等の設置運営訓練 

②対策拠点施設の立ち上げ、運営訓練 

③緊急時通報連絡訓練 

④緊急時モニタリング訓練 

⑤緊急時被ばく医療訓練 

⑥住民に対する情報伝達訓練 

⑦住民避難誘導訓練 

⑧現地警戒本部要員の搬送訓練 

 

・東通原子力発電所を対象とした防災訓練とし

て初めて施設周辺住民の参加による避難誘導

訓練を実施 

・原災法第15条段階までを想定 

Ｈ18 

 

 

 

 

 

 

 

平成18年11月14日 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉格納容器の圧力

上昇及び原子炉給水ポ

ンプ、非常用炉心冷却

装置の故障 

 

 

 

①オフサイトセンターの運営訓練 

②原子力災害警戒本部等の運営訓練 

③住民避難誘導・緊急時被ばく医療訓練 

④除染設備の設置訓練 

⑤緊急時モニタリング訓練 

⑥住民に対する情報伝達訓練 

⑦緊急時通報・連絡訓練 

⑧負傷者搬送訓練 

 

・オフサイトセンターの運営訓練については 

シナリオ非提示型の訓練として実施 

・報道機関への通報連絡訓練を実施 

 

 

 

Ｈ19 

 

 

 

 

平成19年 8月10日 

平成19年 8月 8日 

平成19年 8月17日 

 

 

原子炉格納容器の圧力

上昇及び原子炉給水ポ

ンプ、非常用炉心冷却

装置の故障 

 

①オフサイトセンターの運営訓練 

②緊急時モニタリング訓練 

③緊急被ばく医療訓練 

 

 

・項目毎に実施日を定め実施 

 

 

 

Ｈ20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成20年10月29日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉給水ポンプの停

止及び非常用炉心冷却

装置の故障 

 

 

 

 

 

 

 

①オフサイトセンターの運営訓練 

②自治体災害対策本部等の設置運営訓練 

③住民避難誘導・緊急被ばく医療訓練 

④緊急時モニタリング訓練 

⑤住民に対する情報伝達訓練 

⑥緊急時通報・連絡訓練 

⑦一時滞在者等の把握訓練 

⑧負傷者搬送・受入訓練 

⑨除染設備の設置訓練 

⑩原子力事業者消防訓練 

 

・オフサイトセンターの運営訓練については 

シナリオ非提示型の訓練として実施 

・住民避難誘導訓練については東通村民の六ヶ

所村(泊小学校)への避難を実施 

 

 

 

 

 

Ｈ21 

 

 

 

平成21年12月18日 

 

 

 

原子炉給水ポンプの停

止及び非常用炉心冷却

装置の故障 

①オフサイトセンターの運営訓練 

 

・オフサイトセンターの運営に係る訓練として 

(独)原子力安全基盤機構が実施する研修 

(東通オフサイトセンター活動訓練)と 

兼ねて実施 
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年度 実施日 事故想定 訓練項目 備    考 

Ｈ22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成22年11月 5日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉給水ポンプの停

止及び非常用炉心冷却

装置の故障 

 

 

 

 

 

 

 

①オフサイトセンターの運営訓練 

②自治体災害対策本部等の設置運営訓練 

③住民避難誘導・緊急被ばく医療訓練 

④緊急時モニタリング訓練 

⑤住民に対する情報伝達訓練 

⑥緊急時通報・連絡訓練 

⑦一時滞在者等の把握訓練 

⑧傷病者搬送・受入訓練 

⑨原子力事業者消防訓練 

⑩プレスセンター設置運営訓練 

・オフサイトセンターの運営訓練については 

シナリオ非提示型の訓練として実施 

・東通小学校及び東通中学校の生徒に対する 

原子力防災講習会を実施 

・防護対策の迅速化を目的として、試行的に 

原災法第15条通報の前段階において防護対策 

案を立案 

Ｈ24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年11月 3日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全交流電源喪失及び非

常用炉心冷却装置の故

障 

 

 

 

 

 

 

 

①住民避難誘導訓練 

②住民に対する情報伝達訓練 

③災害対策本部等の設置運営訓練 

④緊急時モニタリング訓練 

⑤緊急被ばく医療訓練 

⑥避難所運営訓練 

⑦傷病者搬送・受入訓練 

⑧原子力事業者による発電所内緊急事態 

対応訓練 

 

・広域避難訓練として、東通村から青森市まで 

住民避難を初めて実施 

・緊急時モニタリング訓練として、活動範囲を 

30km圏に拡大した活動を実施 

Ｈ25 

 

 

 

 

 

 

 

平成25年11月23日 

 

 

 

 

 

 

 

全交流電源喪失及び非

常用炉心冷却装置の故

障 

 

 

 

 

 

①住民避難訓練 

②地域住民、施設等への情報伝達訓練 

③災害時要援護者避難・搬送訓練 

④緊急被ばく医療訓練 

⑤避難所の設置・運営訓練 

⑥自治体等の災害対策本部等運営訓練 

⑦緊急時モニタリング訓練 

⑧原子力事業者による原子力発電所内対応

訓練 

 

・広域避難訓練として､東通村に加え六ヶ所村､

むつ市、横浜町においても青森市まで住民 

避難誘導を初めて実施 

・原子力防災訓練としては初めて自衛隊ヘリを 

用いた住民避難及び災害時要援護者の避難 

訓練を実施 

Ｈ26 平成26年11月 8日 全交流電源喪失及び原

子炉除熱機能の喪失 

①住民避難訓練 

②屋内退避訓練 

③地域住民、施設等への情報伝達訓練 

④緊急被ばく医療訓練 

⑤避難所の設置・運営訓練 

⑥自治体等の災害対策本部等運営訓練 

⑦緊急時モニタリング訓練 

⑧原子力事業者による原子力発電所内対応

訓練 

 

・住民避難訓練において、自衛隊ヘリによる 

青森市までの空路による広域避難､避難指示

に伴う交通規制訓練､避難の前段階としての

屋内退避を初めて実施 

・社会福祉施設等において利用者を対象とした 

屋内退避訓練を初めて実施 

H27 平成27年10月27日 全交流電源喪失及び原

子炉注水機能の喪失 

①住民防護措置訓練 

②地域住民、施設等への情報伝達訓練 

③避難所開設・受入訓練 

④緊急被ばく医療訓練 

⑤傷病者搬送訓練 

⑥災害対策本部運営訓練 

⑦緊急時モニタリング訓練 

⑧原子力発電所内対応訓練 

 

・住民防護措置訓練において、学校における 

屋内退避訓練を初めて実施 

・県職員及び医療関係機関による､UPZ境界付近

での避難退域時検査訓練を初めて実施。 

・県職員及び受入市職員による、避難所開設 

及び住民受入訓練を実施 

 

H28 平成28年10月25日 全交流電源喪失及び原

子炉注水機能の喪失 

①住民防護措置訓練 

②地域住民、施設等への通報連絡訓練 

③避難所開設・受入訓練 

④原子力災害医療訓練 

⑤災害対策本部運営訓練 

⑥緊急時モニタリング訓練 

⑦原子力発電所内対応訓練 

 

・住民防護措置訓練において、民間船舶による 

海路避難、自家用車による陸路避難訓練を 

初めて実施 

・県職員及び受入市職員による避難所開設及び 

住民受入訓練を実施 
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年度 実施日 事故想定 訓練項目 備    考 

H29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年10月25日 

 

 

 

 

 

 

 

全交流電源喪失及び非

常用炉心冷却装置の故

障 

 

 

 

 

 

 

 

①住民防護措置訓練 

②学校施設・社会福祉施設防護措置訓練 

③地域住民、施設等への情報伝達訓練 

④緊急時モニタリング訓練 

⑤原子力災害医療訓練 

⑥映像伝送訓練 

⑦｢災害時におけるバスによる人員等の輸送 

に関する協定書｣に基づく通信連絡訓練 

⑧東通原子力発電所内対応訓練 

 

・陸路避難について、弘前市への広域避難及び 

福祉車両による避難行動要支援者の搬送を 

初めて実施 

・平成27年度に締結した「災害時におけるバス

による人員等の輸送に関する協定書」に 

基づく通信訓練を初めて実施 

H30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年11月10日 

平成30年11月11日 

 

 

 

 

 

 

 

 

全交流電源喪失及び非

常用炉心冷却装置の故

障 

 

 

 

 

 

 

 

①オフサイトセンター運営訓練 

②緊急時通信連絡訓練 

③住民防護措置訓練 

④避難退域時検査・簡易除染訓練 

⑤受入自治体による避難所設置運営訓練 

⑥広報訓練 

⑦緊急時モニタリング訓練 

⑧原子力災害医療訓練 

⑨映像伝送訓練 

⑩物資調達・供給訓練 

⑪原子力発電所内対応訓練 

 

・みちのくＡＬＥＲＴ2018と連動した東北方面

隊(第９科学防護隊)及び陸上総隊(中央特殊

武器防護隊)の参加による避難退域時検査･ 

簡易除染訓練の実施 

・住民防護措置訓練において、安定ヨウ素剤の 

緊急配布訓練を初めて実施 

H31 

・ 

R元 

令和元年11月13日 

（一部訓練は11月

11日、11月14日に

実施） 

全交流電源喪失及び非

常用炉心冷却装置の故

障 

①住民防護措置訓練 

②学校・社会福祉施設防護措置訓練 

③地域住民、施設等への情報伝達訓練 

④原子力災害対策本部運営訓練 

⑤避難退域時検査、簡易除染訓練 

⑥傷病者搬送訓練 

⑦傷病者搬送・受入訓練 

⑧土砂災害救助・救出訓練 

⑨緊急時モニタリング訓練 

 

・令和元年東日本台風の影響により、規模を 

縮小して実施 

・UPZ外への傷病者搬送に伴う消防本部間の 

引継訓練を初めて実施 

R2 令和 2年11月12日 

（一部訓練は11月

11日に実施） 

全交流電源喪失及び非

常用炉心冷却装置の故

障 

①住民防護措置訓練 

②学校等防護措置訓練 

③社会福祉施設・公共施設防護措置訓練 

④避難行動要支援者搬送訓練 

⑤避難所開設・運営訓練 

⑥物資搬送訓練 

⑥傷病者等搬送訓練 

⑦緊急時モニタリング訓練 

⑧災害対策本部等設置・運営訓練 

⑨情報伝達訓練 

 

・新型コロナウイルス感染症流行下を想定した 

訓練の実施 

・みちのくＡＬＥＲＴ2020と連携した訓練の 

実施 

・ただし、新型コロナウイルス感染症拡大防止

の観点から規模を縮小し、住民参加や訓練 

参観を最小限として実施 

 

 

R4 令和 4年11月17日 

（一部訓練は10月

26日、11月8日、

11月11日に実施） 

原子炉除熱機能喪失、

原子炉注水機能喪失 

①住民防護措置訓練 

②避難退域時検査・簡易除染訓練 

③交通規制・警戒警備訓練 

④避難所開設・運営訓練 

⑤臨時公衆電話等設置・運用訓練 

⑥物資搬送・受入訓練 

⑦避難行動要支援者搬送訓練 

⑧孤立地区からのヘリコプターによる住民

搬送訓練 

⑨傷病者等搬送訓練 

⑩緊急時モニタリング訓練 

⑪住民等への情報伝達訓練 

 

・避難退域時検査・簡易除染訓練において、 

車両のべ約50台を使用し、検査会場での車両 

滞留状況や検査時間確認を実施 

・UPZ内住民が屋内退避を実施しているなか､ 

大雨による土砂崩れによる孤立地区内で、 

持病の悪化により緊急搬送を要する者(急病 

人)が発生、自衛隊へ緊急搬送を要請したと 

の想定により、空路搬送とともに、消防機関 

への引継、医療機関への搬送までの手順確認 

を実施 

・避難所開設・運営訓練において、要配慮者 

（外国籍住民避難者含む）への対応を実施 

 

 

 


